
地域公共交通をめぐる問題の所在
地域公共交通の衰退が顕著となり、こと過疎地域では

移動手段の確保が課題となって久しい。表１は乗合バス
に関する 50 年間のデータの推移を示したものであるが、
輸送人数は 2000 年代後半に至るまで大きく減少し続
けてきた。車両数の推移との対比からも見て取れるが、
衰退の主たる要因は「需要の低下」である。

他方、昨今になって顕在化かつ深刻化してきた問題が
乗合バスの運転者不足である。表１が示すように、1980

年代の初頭にはバスの運転者が減少し始めていた。新型
コロナウイルス感染症の流行による運転者の急減と時間
外労働の上限規制をはじめとした法制度の整備によって、
都市部でもバスの減便が目立つようになってきた。労働
力不足に起因する「供給量の低下」が地域公共交通の衰
退にも影響しうるようになってきており、移動手段の確
保を進めるにはこの両面の問題に対峙することが求めら
れるようになっている。

このような問題の変質に至っているのは日本だけでは
なく、同様の局面を迎えている国も少なくない。それゆ
え、具体的な方策から政策理念まで、各国においても公
共交通の維持を目指したさまざまなアイディアが生み出
されており、その一部が本特集の別稿にて取り上げら
れている。本稿で検討するのは地域公共交通をめぐる
連携基盤であり、その一形態であるドイツの運輸連合

（Verkehrsverbund）を中心としてその概要を紹介する。

連携基盤への着目
「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律」が

2023 年に改正された際、目的（第一条）の中に「地域
の関係者の連携と協働」が追加されたことからもうかが
えるように、地域内での連携に高い関心が払われるよう
になり、諸アクターの多様な連携が視野に入れられるよ
うになった。確固たる連携基盤が確立していれば、地域
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年度 輸送人数
（百万人）

車両数
（両）

運転者
（人）

1972 9,942 66,377 101,600
1977 8,589 67,660 106,764
1982 7,654 66,843 101,953
1987 6,699 65,081 93,345
1992 6,358 63,857 89,344
1997 5,400 60,354 81,439
2002 4,503 58,801 74,720
2007 4,264 59,313 74,960
2012 4,125 58,994 82,634
2017 4,342 60,522 84,224
2022 3,618 54,474 73,445

表１ 乗合バスにおける輸送状況の推移（注１）

1 連携基盤としての地域交通組織
〜ドイツの運輸連合を端緒として〜

大東文化大学法学部政治学科　准教授　小林　大祐



―世界における地域公共交通の維持確保

公共交通にまつわる既存の取り組みもより網羅的かつ効
果的になることが期待される。しかし、連携への着目か
ら日が浅いこともあり、どのような連携の形態や可能性
があるのか、これまで日本においては必ずしも十分に検
討されてこなかった。

他方、海外では地域公共交通をめぐる連携や協働は早
くから検討かつ模索されており、連携基盤として確立し
た地域交通組織を有している国も少なくない。このよう
な組織は多岐にわたるが、大きく二つに分類することが
できる。

一つは地方自治体の連携組織であり、広域行政組織に
相当する。この組織は地域交通計画の策定や交通事業者
との契約など、地域公共交通政策を総合的に担っている。
フランスのモビリティー管轄組織（AOM / Autorité 
Organisatrice de la Mobilité）は８割強が自治体間で
の連携形態をとっており（注２）、これらはこの連携組織に
該当する。また、オランダでは 2000 年以降より地域行
政組織であるプルスレギオ（plusregio）に地域交通政
策にかかる責任が委譲されているが（注３）、この連携組織
の一つに当てはまる。

いま一つが運輸連合であり、行政組織に相当しない点
が一つ目の地域交通組織と大きく異なる。ドイツのほか
に、オーストリア、スイス、ルクセンブルクで見られる
連携組織であるが、その詳細については節を改めて説明
する。

運輸連合を通じた連携の構造
運輸連合とは、地方自治体や公共交通事業者が相互に

連携し、地域の公共交通サービスを一元的に管理する組
織である。図１はドイツの地域交通組織の基本構造と機
能の担い手を示したものであるが、これに基づいて運輸
連合の機能と位置づけを整理していく。

あくまで理念的なものであるが、ドイツの地域公共交
通の担い手には、政治レベル、管理レベル、供給レベル
の三つの階層がある。政治レベルに位置するのは地域公
共交通の任務担当者（Aufgabenträger）に指定された
団体であり、地域の交通政策や交通計画を担当する。ド
イツでは地域公共交通サービスの供給責任が明確化して
おり、任務担当者とはこの責任者を指す。任務担当者は
各州の地域交通法によって異なるが、地域鉄道であれば
州政府が指定した団体か広域行政組織、乗合バスや地下
鉄などであれば一定規模以上の地方自治体が基本的に任
務担当者となっている。

管理レベルに位置する運輸連合は、政治レベルで策定
された政策や計画に基づいて、地域公共交通サービスを
管理する。具体的には、運賃の一元的管理や路線網の
設定、ダイヤの調整、サービスの質の設定と管理などを
担っている。運輸連合の基本的な役割は共通している一
方で、組織形態は多様かつ柔軟である。運輸連合は地方
自治体間の連携によって創設されることもあれば、公共
交通事業者間で、あるいは地方自治体と交通事業者とが
相互に協働することで創設されることもある。それゆえ、
政治レベルないし任務担当者と実質的に一体化している
運輸連合もあれば、公共交通事業者の意向が強く反映さ
れる運輸連合もある。

運輸連合が管理を行っている地域では、運賃から車両
のロゴに至るまで一元化されていることから、運輸連合、
あるいは一つの公共交通事業者がサービスを提供してい
るように見える。しかし、実際は供給レベルに位置する
個々の公共交通事業者が任務担当者と契約を締結し、輸
送サービスを供給している。したがって、車両や運転者
は個々の事業者に属していると同時に、各事業者が自ら
これらを調達する必要がある。

運輸連合は政治レベルと供給レベルから理念的に独立
している一方で、地域公共交通の管理を通じて双方のア
クターの調整を行っており、地方自治体をはじめとした
政府アクターだけでなく、輸送サービスを供給する民間
アクターも交えた連携が図られやすくなっている。

何が連携を促進させたのか
図２はドイツ全土の運輸連合を示したものである。

2014 年 12 月時点の状況であることと同時に、運輸連
合としての機能を十分に持たない地域交通組織も含まれ
ているが、少なくともドイツの多くの地域連携組織が設
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図１ ドイツの地域交通組織とその機能および関係（注４）



置されていることがわかる。しかしながら、ここまで普
及したのはなぜなのか。

運輸連合は 1965 年にハンブルクではじめて創設さ
れたが、その目的は自動車交通に奪われた乗客を取り戻
すためであり、公共交通事業者間の競争よりも相互に協
力することで自動車交通と競争することが目指された。
これ以降 1990 年までの間に大都市圏を中心とした 11
の地域で運輸連合が創設されたが、「需要の低下」に抗
う術の一つであったことがうかがえる。

運輸連合の導入が顕著に見られたのは 1990 年代半ば
以降である。クニープスによれば、1994 年から 2002
年にかけて40の運輸連合が新たに創設されたという（注６）。
これは国鉄民営化を嚆矢とした一連の改革によって法制
度が変更され、地方自治体が負う地域公共交通の供給責
任が大幅に増加したことに起因する。地方自治体は地域
公共交通の安定的な供給が求められる中で、市場化の要
求に応えながら「供給量の低下」を回避する術として、
運輸連合が積極的に選択されたと解釈できる。

議論の端緒としての運輸連合
連携基盤を検討するうえで敢えて運輸連合に焦点を当

てたのは、次の二つの理由による。一つは冒頭で触れた
地域公共交通をめぐる問題の二面性、「需要の低下」と 

「供給量の低下」に対峙した連携基盤であったことによ
る。もう一つは、民間の公共交通事業者を交えた連携が
想定されており、日本の状況と一定の親和性が見られた
ことによる。

もちろん、連携基盤としての運輸連合は万能ではな 
い。地域公共交通の衰退が散見されること、運賃収入の
分配をはじめとしたさまざまなコンフリクトが見られる
ことも確かである。また、労働力不足への対応において
は、異なる連携基盤のほうが優れている可能性も高い。
たとえば、ノルトライン＝ヴェストファーレン州では、
州交通大臣の指揮の下で州内の任務担当者と公共交通 
事業者が共同で参加するセクターイニシアティブ（注７）の
フォークス・バーン・ノルトライン＝ヴェストファーレ
ン（Fokus Bahn NRW）が、鉄道の運転者不足問題に
対して積極的に取り組んでいる。

運輸連合の導入は地域公共交通問題に対する解の一つ
である。しかし、運輸連合をはじめとした地域交通組織
を吟味して、日本の諸地域の問題解決に寄与する連携
基盤を模索することも肝要である。乗合バス事業の共同
経営が可能となるなど、多様な連携の可能性が開きつつ
ある中で、地域交通組織への関心が高まり、新しいアイ
ディアが生み出されることを期待したい。

（注１）�公益社団法人日本バス協会『2023/2024 年度版日本
のバス事業』62・63 号（2024 年10 月発行）pp.2-3
のデータを基に筆者作成

（注２）�板谷和也「フランスにおける交通政策関連主体の役
割分担」（『次世代モビリティ社会を見据えた都市・交
通政策―欧州の統合的公共交通システムと都市デザ
イン』日本都市センター、2020 年）pp.171-173.

（注３）�小林大祐「地域交通政策の管理をめぐる比較研究―
日本とヨーロッパ諸国における制度と組織を対象と
して」（『東洋学園大学紀要』27 巻、東洋学園大学、
2019）p.61

（注４）�van de Velde, Didier M., “Organisational forms 
and entrepreneurship in public transport; Part 
1: classifying organisational forms”, Transport 
Policy, Volume 2, 1999, pp.153-156.
Götz, Eva, Die Organisation des regionalisierten 
öffentlicher Personennahverkehrs, Verlag Dr. 
Kovač, 2002, p.320. の各図を基に筆者作成（小林
大祐『ドイツ都市交通行政の構造―運輸連合の形成・
展開・組織機制』（晃洋書房、2017 年）158 頁）

（注５）�DB Bahn, Verkehrsverbünde in Deutschland 
(Kursbuchkarten), VGE, 2015 を基に筆者作成（小
林大祐『ドイツ都市交通行政の構造―運輸連合の形
成・展開・組織機制』（晃洋書房、2017）p.Ⅹ頁）

（注６）�Knieps, Manfred, “Entwicklung und Bedeutung 
der Verkehrsverbünde in Deutschland”, 
Verband Deutscher Verkehrsunternehmen, 
Verkehrsverbünde: Durch Kooperation und 
Integration zu mehr Attraktivität und Effizienz 
im ÖPNV, DVV Media Group, 2009, pp.16-22.

（注７）�セクターイニシアティブ（Sector Initiative）とは、
特定の産業や分野において、企業、政府、団体など
が協力して、共通の課題に取り組む活動ないし連携
形態を指す。
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図２ ドイツの運輸連合（2014 年 12 月）（注５）
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韓国・ソウル特別市の公共交通
韓国の首都・ソウル特別市内での主な公共交通機関に

は地下鉄、バス、タクシーがある。市内全域に公共交通
網が張り巡らされ、24 時間不便なく移動が可能である。
価格も安く、バスは 1,500 ウォン（約 160 円）、地下
鉄は基本料金 1,400 ウォン（約 150 円）で利用できる。

また、キャッシュレス普及率が世界トップクラスであ
る韓国では、公共交通にもそれが浸透しており、現金の
ない「キャッシュレスバス」の導入も進んでいる。筆者
も実際にソウル市内でバスを利用した際、後ろに並んで
いた外国人観光客が現金を利用しようとしたところ、運
転手から「ノーキャッシュ！（No cash）」と言われ乗
車をあきらめた場面に出くわした。

さらに、ソウル市内では 2024 年７月から「気候同行
カード」という、全ての地下鉄や多くのバスを一定価格
で乗り放題の定期券が登場した。一見変わった名称だが、
公共交通機関を利用することにより、自家用車の利用を
減らし、環境負荷の軽減を図るために導入されたもので
ある。

短期利用も可能なため、韓国在住者をはじめ観光客の
使用も増えていくと考えられる。

自動運転バスの運行拡大
深夜や早朝、ソウル市内には自動運転バスが運行して

いる。運転手は乗車しておらず、代わりに安全管理を行
う者が乗車しているバスである。2022 年から運行が開
始されており、はじめは約10kmの運行であったが、現
在は約 30kmの距離を運行している。

深夜・早朝から出勤する必要がある警備員や清掃員、
会社員などの労働者の交通手段確保のために導入された

自動運転バスであるが、ソウル市長は、前述の気候同行
カードも使用できるよう計画していると発表している。
このことから、今後外国人観光客も利用できるようにな
り、利便性も運行地域もより向上・拡大していくと考え
られる。

地方の公共交通へ導入が進む DRT
Demand Responsive Transport（DRT) とは、需要

応答型交通システムと訳され、乗客の需要に応じて運行
される交通のシステムである。普通乗用車よりもやや大
きめの小型乗合車で運行され、電話やアプリを通じて予
約した時間に合わせて停留所に到着する方式である。タ
クシーのようにすぐに出発するのではなく、数時間単位
で集まった予約をもとに運行するため、バスのような乗
り合いの概念も備えている。

全羅北道庁物流交通課に勤務していた交通専門委員の
「料金も安く、既存のバスのように使用できる公共交通の
仕組みをつくりたい」という思いから生まれたアイディ
アであると言われており、現在までに必要な法整備が実
現し、韓国全土への普及が進んでいる。

実際に出張で地方を訪れた際、DRT バスに乗車した
クレアソウル事務所職員は、とても便利で快適に利用す
ることができたと話していた。
京畿道（キョンギド）「トクバス（똑버스）」

ソウル特別市を囲うように位置する京畿道（キョンギ
ド）は、1,405 万人を超える人口が居住する韓国で最も
人口が多い地方自治体である。

京畿道では、道庁傘下の地方公営企業である京畿道
交通社によって 2021 年 12 月から「トクバス」という
DRT バスが運営されている。「トクバス」は韓国語で「賢
い」という意味の똑똑하다（トクトッカダ）と버스（バ
ス）を組み合わせた言葉である。バス運行が活発ではな
い農漁村や新都市地域に住む住民たちが、希望する時間
に好きなところで利用できる。統合交通プラットフォー
ムアプリ「トクタ（똑타）」を通じて予約・利用するこ
とができ、アプリ使用に慣れていない高齢者のために電
話での受付も実施している。料金は、京畿道内バスと同
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気候同行カードの詳細（注１）

2 韓国内の公共交通について
（一財）自治体国際化協会ソウル事務所　所長補佐　阿部　広海（島根県派遣）



じ 1,500 ウォン（約 160 円）である。現在、京畿道の
16 地域で運営されている。
「トクバス」の運営データは AI で分析され、配車時間

などの運営方法の改善が日々行われている。また、電話
で予約する利用者の 85％が 65 歳以上の高齢者であり、

「トクバス」を利用することにより免許証の自主返納に
つながるとも期待されている。

慶尚南道（キョンサンナムド）
「慶南型 DRT プラットフォーム」

韓国の南東部に位置する慶尚南道（キョンサンナムド）
では、2025 年１月から「慶南型 DRT プラットフォーム」
が導入された。
「慶南型 DRT プラットフォーム」では、アプリを使え

ば誰でもバスの利用方法や使用可能範囲の確認、呼び出
しなどが可能である。また、さまざまな方法でバスを呼
び出すことができ、スマートフォンアプリの利用が困難
な高齢者のために、乗り場に呼び出しベルも設置されて
いる。

慶南道交通建設局のキム・ヨンサム局長は、導入につ
いて「需要対応型バスは、公共交通の利便性と効率性で
全国的に高い評価を受けており、需要が拡大している」
と述べており、今後の展開に自信をのぞかせている。

韓国の公共交通が抱える現状
韓国では公共交通機関の労働者が賃上げや新規採用の

拡大などを目的にストライキを起こし、地下鉄やバスが
減便になることがある。

2024 年 12 月にも、全国鉄道労働組合は賃上げと新
規採用拡大に向け、無期限のストライキを決行すると発
表していた。しかし、ストライキは行われず、約 630
人の新規採用を早期に実施すること、賃上げ率は 2.5％
とすること（2024 年の公共機関の人件費上昇率）で合
意された。

最後に
韓国は公共交通機関の利用料金が安く、気軽に利用す

ることができる。筆者自身も深夜まで運行しているバス
を度々利用する。しかし、公共交通機関で働く労働者の
環境は苦しく、改善に向けた運動も盛んに行われている
という現状もあった。

今後も国や地方自治体の政策や労働者の運動に注目
し、紹介していきたい。

（注１）�ソウル特別市「気候同行カード」
［https://japanese.seoul.go.kr/%e6%94%bf%e
7%ad%96%e7%b4%b9%e4%bb%8b/%e4%ba%
a4%e9%80%9a/%e6%b0%97%e5%80%99%e5
%90%8c%e8%a1%8c%e3%82%ab%e3%83%bc
%e3%83%89/］（最終検索日 2024 年 12 月９日）

（注２）�京畿道交通社「똑버스」
［https://www.gtrans.or.kr/web/index.do］（最
終検索日 2024 年 12 月９日）（「トクバス」）

（注３）�慶南道交通建設局「경남도 , ‘경남형 DRT’ 구축으로 교
통사각지대 도민 이동권 개선한다」（2023 年９月 25 日）

［https://www.gyeongnam.go.kr/board/view.gy
eong?menuCd=DOM_000000135001002000
&boardId=BBS_0000049&dataSid=42034338］

（最終検索日 2024 年 12 月９日）（慶尚南道、‘慶南
型 DRT’構築で交通の空白地帯の住民の移動権を改
善する）
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制度について説明するキム・ヨンサム慶南道交通建設局長（注３）

トクバスと使用可能地域（注２）

https://japanese.seoul.go.kr/%e6%94%bf%e7%ad%96%e7%b4%b9%e4%bb%8b/%e4%ba%a4%e9%80%9a/%e6%b0%97%e5%80%99%e5%90%8c%e8%a1%8c%e3%82%ab%e3%83%bc%e3%83%89/
https://www.gtrans.or.kr/web/index.do
https://www.gyeongnam.go.kr/board/view.gyeong?menuCd=DOM_000000135001002000&boardId=BBS_0000049&dataSid=42034338


―世界における地域公共交通の維持確保

DX 社会を実現する中国
中国にいるとデジタルトランスフォーメーション

（DX）の発展とその便利さを肌で感じることが多い。
キャッシュレス社会がほぼ達成され、どこでも二次元
コード決済やバーコード決済が使えるため、筆者が中
国に来てからの１年半で現金を使ったのはわずか２回。
ネットショップのアプリで購入した食品などはリアル
タイムの配送状況が地図で表示され最短 30 分で手元に
届く。

中期国家戦略「第 14 次五カ年計画」（2021 年）で
デジタル社会の建設の加速を掲げ日々進化する中国の
DX だが、公共交通の分野では一部の都市において自動
運転タクシーの運行が始まっている。そこで自動運転車
を含むスマートコネクテッドカーなど、デジタル技術を
用いた中国の公共交通の先進的事例を紹介する。

中国政府が推進する
スマートコネクテッドカー

2015 年、国務院は中国の製造大国化に向けた行動計
画として「中国制造 2025」を公表した。自動車のデジ
タル化や知能化に関するコア技術の強化などが掲げられ、
スマートコネクテッドカー（智能网联汽车）の概念が提
示された。スマートコネクテッドカーとは、インターネッ
ト通信技術や人工知能（AI）などの高度な技術を搭載し
た自動車を指す。翌 2016 年には、工業・情報化部（省）
の認可を受け、中国初のスマートコネクテッドカー試験
区（国家智能网联汽车试点示范区）が上海市西部の嘉定
区の一部に設定された。以降も「スマートカーイノベー
ション発展戦略」（2020 年・国家発展改革委員会ほか）
など政府の方針が相次いで打ち出され、国によって自動
運転技術などの発展が後押しされた。工業・情報化部は、
2024 年７月までに全国に 17 カ所のスマートコネク
テッドカー試験区などが設置され、試験道路として３万
2,000km以上の公道が開放、総試験距離は１億 2,000
万kmを超えた、と発表している。

地方政府も
スマートコネクテッドカーを支援

国だけでなく、一部の大都市地方政府もスマートコネ
クテッドカーの発展をサポートしている。筆者は 2024
年秋、地方政府の自動運転担当部署などを訪問する機会
を得た。その際、地方政府は中央政府が策定した自動運
転に関する規範に基づき独自にルールを設定し、基準
を満たした事業者が
決められた地区内の
公道で自動運転のテ
ストをすることを支
援する役割を果たし
ている、との説明が
あった。
◦北京市　自動運転条例の制定へ

首都北京市は 2020 年、市南部にある北京経済技術開
発区（北京市大興区内の亦庄地区）に、ハイレベル自動
運転モデル区（高级别自动驾驶示范区）を建設した。当
該モデル区は、2024 年６月時点で東京 23 区とほぼ同
程度にあたる 600㎢（市総面積の約 3.7％）にまで拡大
され、エリアも北京新都心の通州区や順義区の一部地域
にまで広がった。市は、2024 年 10 月までに、モデル
区で 33 社の自動運転車 900 台近くに自動運転の公道
テスト用ナンバープレートを発行し、公道上の自動運転
のテストをサポートしている。

さらに北京市は、自動運転産業の発展を推進し開発環
境を最適化するために「北京市自動運転条例（自动驾驶
汽车条例）」の施行を目指している。同市経済・情報化
局は 2024 年６月、条例の草案を公表し市民からの意
見を公募した。草案では、自動運転車の対象として公共
バスやタクシーのみならず、清掃や治安パトロール、危
険物を除く貨物輸送など都市運営に関する車両も含めて
いる。
◦湖北省武漢市　国内屈指の自動運転都市

武漢市は湖北省の省都であり、かつて「楚の国」とし
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3 中国で進化を続けるデジタル技術を活用した公共交通
〜自動運転タクシー乗車体験記〜

（一財）自治体国際化協会北京事務所　調査役　桜井　千尋（東京都派遣）

上海市嘉定区：中国初の試験区で
百度（バイドゥ）の無人タクシー
に乗車（2024 年 11 月）



て栄えた地域で、三国志の舞台としても知られている。
現在は国産自動車大手の東風汽車などの自動車企業が集
まり、内陸部としては重慶市や四川省成都市に次ぐ域内
総生産を誇る都市である。

2019 年に武漢スマートコネクテッドカー試験区が開
設されると、武漢では急速に無人運転施策が行われ、国
内屈指の自動運転走行エリアになっている。2024 年６
月時点で自動運転の市内走行距離は累計 3,379kmを超
え、市内約 3,000㎢（市総面積の約 35％）をカバーし、
自動運転のサービス提供は延べ 198 万人に達した。武漢
で自動運転が進む背景について、新華社通信によると、
元々自動車産業が集まる「老舗自動車都市」として改革
への意気込みがある、とする。国務院が設立承認し、市
政府が実行管理する武漢経済技術開発区にはすでに 100
社以上の自動運転企
業が集積し、国家ス
マート交通革新セン
ターなども設立され、
次世代自動車産業の
先進地になろうとし
ている。

自動運転タクシーに乗ってみた
筆者は 2024 年、複数回にわたり上海市嘉定区と北

京市モデル区で自動運転タクシーに乗車した。2024 年
11 月時点で中国の携帯アプリを使用して配車できる下
記２社を使用した。他に北京では、筆者が把握する範囲
で文遠知行の「ウィーライド（WeRide）」も配車可能
である。
◦百度（バイドゥ）　中国自動運転の代表格

中国最大の検索エンジンを提供する IT 企業大手・百
度が運営する自動運転タクシー「アポロ（萝卜快跑 /
Apollo)」は、上海、北京、武漢を含む多くの大都市で
運行され、台数も最多。百度はアプリの使用にあたり 
中国の身分証番号の登録が必要となる。上海・北京とも
に、運転席に安全員が乗車している。原則ハンドルから
手を放しているが、必要時は安全員がハンドルを操作す
る。筆者は数回乗車したが、ハンドル操作を要したのは
２回のみ。
◦小馬智行　自動運転の中国ユニコーン
「ポニー・エーアイ（小馬智行 /Pony.ai）」は自動運

転のスタートアップで、トヨタ自動車とも連携している。
上海は安全員同乗のみ、北京はアプリで安全員の有無を
選択できる。北京では安全員なし（ドライバーレス）の
自動運転タクシーに２度乗車した。初めてドライバーが
いない車に乗った際は緊張したが、何度も自動運転タク
シーに乗ることで慣
れ、２度目にドライ
バーレスのポニー・
エーアイに乗車した
際にはうたた寝しそ
うな程にリラックス
できた。

アポロ、ポニー・エーアイとも、法定速度内で最高
60～70km程度まで速度が出ており他の車両の通行を大
きく妨げることはなかった。人通りが多い交差点や繁華
街を通過したり、速度が遅い前方車を追い越したり、突
然出てくるバイクや歩行者への対応も可能である。しば
らく待ってもゲートが開かなかった際、自動でクラク
ションを鳴らしゲートを開けさせたこともあった。他方、
筆者が乗車した時点で音には反応しなかったため、一時
停車時に後方車からクラクションを鳴らされて少し前に
移動する、という動作はしなかった。開発スピードが速
い中国なので、それも技術力で解決される日が来るのだ
ろう。

中国における自動運転などスマートコネクテッドカー
に関する取り組みは変化が早く、引き続き現地の情勢を
注視していきたい。

AI を活用した北京の公共バス運行
最後に、デジタル技術を活用し現在実際に行われてい

る他の公共交通の取り組みを紹介する。
北京公共交通控股（集団）有限公司は首都北京のバス

の運行を担っており、20 億 8,000 万人もの年間旅客輸
送量を支えるために、８万人近い従業員を有する。北京
交通放送によると、バス運転時のドライバーの居眠りな
どの防止策として、運行バスの半分以上に運転手の異常
行動を分析できる装置を設置している。運転手の顔の前
にカメラが設置され、気が散っている、眠そうなどの状
態を AI が認識した場合、指揮センターに自動で報告する。
このようにデジタル技術を活用しながら、北京公共交通
は巨大な北京のバス交通網の安全運行を確保している。
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武漢：長江をはさんで発展する自
動車産業都市

北京市モデル区：繁華街を走るポ
ニー・エーアイ（2024 年 11 月）



―世界における地域公共交通の維持確保

フランスにおける公共交通の考え方
日本からフランスを訪れた時にまず驚くのは、都市の

域内を移動する公共交通機関の料金が低廉で分かりやす
いことだ。例えば、パリでは２ユーロ（約 320 円）程
度で市内の大抵の場所に行くことができる。大抵のモノ
が日本より高いと感じるなかで異質とすら感じると同時
に、どう採算を取っているのか気になるところだろう。
また地方に目を転じても日本同様車社会であるにもかか
わらず 2010 年代以降新たにトラムやバス高速輸送シ
ステム（Bus Rapid Transit/BRT）を整備する自治体が
40 を超え、多様なまちづくりが展開されているのも驚
きだ。結論からいえば、フランスでは利用料ベースでの
採算は度外視されている。そこには日本で見られる受益
者負担や独立採算制とは異なる、公共交通を福祉や自治
と結びつける考え方が根本にある。

本稿では、フランスにおいてまちづくりの中核に位置
付けられている公共交通の考え方と近年の展開を事例と
ともに紹介する。なお、本稿で紹介する現状や事例はク
レアレポート「フランスにおける公共交通を中心とし
たまちづくり」（執筆者：金城一志所長補佐（熊本市派 
遣））（注１）で詳細に報告しているので、是非参照いただき
たい。

交通負担金とその背景
─福祉政策としての交通政策

フランスの公共交通の最大の財源は交通負担金
（versement mobilité）である。公共交通機関の財源の
約４割（パリを含むイル・ド・フランス州では約48％、そ
れ以外の州では約 43％）が交通負担金によって賄われて
いる。交通負担金は事業所が従業員の給与総額を基準に
支払い、社会保険料の徴収機関である「社会保障および
家族手当保険料徴収連合（注２）」が徴収している。制度上
税とは区別されるものの、その性質は極めて税に近い（注３）。

このような負担の手法が受け入れられている背景には、
交通政策が社会の格差を埋める福祉政策として展開して

きた歴史がある。
第２次世界大戦後、フランスの都市も日本と同様、自

家用車の普及に伴う公共交通の衰退という課題に直面し
ていた（注４）。一方で、歴史的景観を有する都市が多く、
中心部の再開発が容易ではなく、郊外の集合住宅には自
家用車を持つことが難しい低所得層が住むことになり、
都市中心部へ働きに出るための移動手段として公共交
通が必要不可欠な事情もあった。そうしたなか、1970
年代頃から、徐々に各都市で交通負担金（versement 
transport）の導入が進み、1982 年にミッテラン社会党
政権の下で成立した「国内交通基本法（loi d’orientation 
des transports intérieurs/LOTI）」では、世界で初め
て「交通権（droit au transport）」が明記され、公共
交通の整備が社会的権利の保障と結びついた。

居住地域間の経済格差が顕著である一方で自由、平等、
博愛を理念とする国だけあって、なんとか格差を是正し
ようという力も強く働いており、交通負担金もそうした
福祉政策的な再配分として受け入れられているといえる。

自治体が主導する公共交通政策
加えて、1982 年の LOTI では、社会党政権の下で進

められた地方分権が反映され、都市内交通の運行や計画
策定は基礎自治体である「コミューン」か「広域行政組
織」が行うと規定された。

その後、数次にわたる制度改正を経て現在では、自治
体が「モビリティー管轄組織（AOM）」を組織して公共
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4 フランスにおけるまちづくりの中心にある公共交通
（一財）自治体国際化協会パリ事務所　所長補佐　柳澤　仁実（福井市派遣）

パリの地下鉄の改札。単一料金のため、入口（左）にだけ
改札機があり、出口（右）は内側からしか開かない扉になっ
ている



交通政策を実施することとなっている。なにより重要な
のは AOM が交通負担金の使途と配分を決められると
いうことだ。その範囲はもちろん公共交通に関してでは
あるものの、運賃の低減、インフラ整備、駅までの自転
車利用促進など幅広い。

交通負担金という財源と自治体の権限という両輪が備
わることで、公共交通について自治体の決定が迅速に実
現できるようになり、公共交通を中心としたまちづくり
が多くの都市で多様に展開されるようになった。

近年の動向
─ 2019 年モビリティー基本法

フランスの公共交通を巡る近年の動向は 2019 年に成
立した「モビリティー基本法（loi d'orientation des 
mobilités/LOM）」に見ることができる。LOM では、

「交通権」が徒歩や自転車などによる広範な移動を含む
「モビリティー権」に拡張され、交通負担金「versement 
transport」も「versement mobilité」に改名された。

ここでも主要な論点の一つは「地域間での移動手段の
格差」の是正だった。フランス本土の人口の約 30％は
公共交通機関へのアクセスがない地域に居住しており、
実に労働者の４人に１人は移動にかかるコストを理由に
仕事などをあきらめたことがあるという。この問題への
対処として LOM は「日常の交通への投資の拡大」を柱
の一つとして、全ての地域における全国民への持続可能
な移動手段の提供を目標として掲げている。

加えて、環境政策として公共交通を推進する方向性が
強化された。

メッスメトロポールの事例
近年のフランスにおける公共交通を中心としたまちづ

くりの一例としてメッスメトロポール（注５）の BRT を紹
介したい。

面積約 306㎢、人口は約 23 万人のメッスメトロポー
ルでは従来バスが運行されていたが「定時性」「運行速 
度」「利用者数」に課題があった。当初はトラムの導入も
議論に上がったが、潜在的な乗客数がトラム導入の目安
を下回っており、技術的にも歴史的景観を保護するため
に架空線が設置できなかった。そのため、トラムより整
備費用を抑えることができる専用バスを使用する BRT
を導入することとなった。一方で車両の選定に関して

は議論の経緯を反映してトラムを連想させる外観的要素
を取り入れるとともに、交通管理システムによるシミュ
レーションで、予想される交通負荷に耐えうる通常より
も長い車両が採用されることとなった。結果として、こ
の新たな交通システムの導入は開業前のシミュレーショ
ン結果の通り渋滞を約８％減少させ、利用者数も想定を
上回る結果となるとともに、住民の間でも成功と受け止
められている。また、今後は水素を動力源とする車両の
導入を予定していることでも注目されている。

この事例は、財源と権限を基礎に、より現実的で丁寧
な議論が進められた好例といえる。

まとめ
交通負担金や自治体の権限は格差の是正や地方自治、

近年では環境問題を含む息の長い議論の上に成り立って
いることは十分留意する必要がある。とはいえ、フランス
では財源と権限のおかげで多種多様な取り組みが展開さ
れており、公共交通整備の事例の宝庫となっている。ク
レアレポートではトラムを導入した都市など、さらに複
数の事例を報告しているので、是非とも参照してほしい。

（注１）�自治体国際化協会「フランスにおける公共交通を中
心としたまちづくり」（2024 年 3 月 29 日）
[https ://www.c la i r .or . jp/j/ forum/pub/
docs/557.pdf]（最終検索日：2025 年 1 月 21 日）

（注２）�union de recouvrement des cotisations de 
sécurité sociale et d’allocations familiales、 通
称「URSSAF」

（注３）�南総一郎「フランス交通負担金の制度史と政策的含 
意」（『財政と公共政策』第 34 巻第２号（通巻第 52 
号）、財政学研究会、2012 年 10 月）124 頁

（注４）�1930 ～ 40 年代には 100 以上の都市でトラムが運
行されていたが、1980 年ごろには３都市にまで減
少した。

（注５）�メトロポールは、基礎自治体であるコミューンが複
数連合した課税権を有する広域行政組織の一つ。
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メッスメトロポールの BRT（撮影：金城所長補佐）

https://www.clair.or.jp/j/forum/pub/docs/557.pdf


―世界における地域公共交通の維持確保

オランダでは、すべての人が安全で快適に手ごろな価
格で公共交通機関を利用して移動できる現在と未来を
つくるべく、2019 年に「Public Transport in 2040

（2040 年の公共交通）」という国家ビジョンが策定され、
さまざまな取り組みが進められている。その中で特に課
題として挙げられているのが、都市部では増加し、郊外
や人口密度の低い地域では減少するという、相反する傾
向にあるモビリティーへの需要に対しどう対処していく
かという点である。

本稿では、そのような公共交通の確保に関する課題な
どに対する特徴的な取り組みについて取り上げたい。

全土に拡がるシェアサイクル
一つ目として、「OV フィーツ（OV-fiets）」と呼ばれ

るシェアサイクルサービスが挙げられる。日本でも同様
のサービスがあるが、OV フィーツの特徴は、国有のオ
ランダ鉄道が運営する全土を対象としたサービスとなっ
ている点である。出発地から最寄りの交通ハブまでの移
動を指す「ファーストワンマイル」、目的地の最寄りの
交通ハブから目的地までの移動を指す「ラストワンマイ
ル」への対策として 2000 年に開始されたもので、特に
交通拠点としての機能が弱いエリアの自治体や交通事業
者が率先してこの OV フィーツの導入に協力したこと
で、現在は、駅やバス停、駐車場など、全国約 300 カ
所にサービスステーションが設けられている。

オランダ鉄道のアプリよりサービスステーションの場
所や自転車の空き状況などが確認できるようになってお
り、国内全公共交通機関共通の IC カード「OV チップ
カード（OV-chipkaart）」を自転車にかざすだけです
ぐに借りて利用できるなど、利便性も高い。電動自転車
も借りることができるため高齢者などの利用も見られ、
誰でも簡単に利用できる機動性の高い移動手段となって
おり、さまざまな交通機関と地域交通網間のブリッジと
して機能している。2022 年は年間 540 万回利用され
たという。

地域の交通システムとして、このシェアサイクルサー

ビスを独自で拡充して
いる自治体もある。オ
ランダ第４の都市ユト
レヒトでは、複数の
シェアモビリティーハ
ブ（注１）を設けて、電動
のスクーターや原付な
ど、 計 2,000 台 以 上
を設置している。

 　地域で運営するバスサービス（注２）

二つ目は、日本のコミュニティーバスに相当する、
「ブールトバス（Buurtbus）」である。1977 年にある村
で導入されて以降、交通網が限定される地域や、過疎化・
高齢化が進む地域などにおいて運行され、住民のニーズ
に応じた輸送サービスを提供している。

このブールトバスがユニークなのは、多くの地域でボ
ランティアが中心となって運営されている点である。一
般的な乗用車免許で運転できる８人乗りの小型バスを使
用することで、免許を所持する誰もが参画でき、自治体
が住民と密接に協力して地域の交通網を確保していく仕
組みとなっている。

小さな村を経由してウーデンとロスマーレンをつなぐ
ブールトバスの 251 路線は、1991 年の設置以降、学
校に通う子どもや、病院受診や買い物のために街に出た
い高齢者などが利用する、地域の生活を支える移動手段
である。現在は、毎週 20 人のボランティアが数時間か
ら半日単位でシフトを組んでドライバーとなり、規定の
ルートを毎日３往復して年間 7,000 人を運んでいるとい
う。利用者のニーズに応じて、バス停以外の場所であっ
てもいつでもどこでも停車するという柔軟な運行を行っ
ており、定期的に利用する乗客が姿を見せないとドライ
バーが自宅などに様子を見に行くこともあるという。

ボランティアドライバーとして、元教師や元会社役員
など、さまざまな経歴を持つ人が参画しており、60 歳
台後半のある女性ドライバーは、「運転好きが高じて退
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5 人と自転車がつなぐオランダの公共交通
（一財）自治体国際化協会ロンドン事務所　所長補佐　野村　美幸（岐阜県派遣）

自転車大国オランダの朝の風
景。専用道の整備などが進んで
おり、移動手段として自転車を
選択する人が多い



職後にブールトバスの運転に携わるようになり、乗客と
の会話を楽しみに毎週ハンドルを握っている」という。
また、運行スケジュール調整も行う 70 歳台後半の男性
ドライバーは、「運転手として地域に貢献することが生
きがいになっている」と話す。

多くのボランティアの参画によって運営されることで、
コストを削減して比較的安価でのサービス提供を実現で
きるというメリットだけでなく、このブールトバスは、
手ごろな一交通手段にとどまらない多数のメリットを地
域にもたらしている様子がうかがえる。

ブールトバスの運転手確保が各地で問題となっている
が、新型コロナウイルス感染症拡大の影響で国内の多数
の路線が廃止されたにも関わらず、近年はその多くが復
活したことを踏まえると、地域にとって代替困難なもの
であることがうかがい知れる。

公共交通利用支援ボランティア
三つ目は、「OV アンバサダー（OV-Ambassadeurs）」

プロジェクトである。OV チップカードや電子チケット
の導入など、公共交通を利用する場面においても急速に
進むデジタル化の流れに取り残されてしまいそうな人を
サポートするために始まったもので、特に高齢者や障が
いのある人など、公共交通機関への依存度が高いが利用
に対して不安を感じる人々を支援の対象としている。プ
ロジェクトは自治体や公共交通機関の財政支援により、
地域のボランティアの主導で進められており、具体的な
活動としては、OV チップカードの使い方や乗り換えの
方法、行き先の確認方法などを教えるイベントやワーク
ショップを開催したり、相談者の特性などに寄り添った
負担の少ない移動経路を提案したりしている。また、必
要があればボランティアが利用者に同行して実際の交通
機関の利用サポートも行っているという。こうした丁寧
なサポートを実施することで、公共交通機関利用への心
理的な障壁を取り除き、より多くの人に既存の公共交通
を最大限に活用してもらうことを目指している。

プロジェクトに取り組む自治体のうちの一つで、オラ
ンダ第５の工業都市アイントホーフェンでは、人と情報
が集まる公共の場という特性を生かして、公立のアイン
トホーフェン図書館が中心となってこの事業を進めてい
る。地域の人々の自立に貢献したいという思いから始
まったものだといい、自治体や交通事業者、NPO など、

複数の団体の連携により取り組まれている。
公共交通機関の活用が進むことで個人の行動範囲が拡

がり、それが社会とのつながりを強くして社会参加を促
進するというソーシャル・インクルージョンの観点から
も、当該プロジェクトは多数の自治体で重要視され、国
内で広く実施されている。特に高齢化が進む地域で成功
事例が報告されているという。

どれだけ交通網が整備され、利便性が高められても、
一部の人のみしか使えないものでは取り組みとして決し
て十分とはいえない。物理的な対策のすき間をうめ、ユー
ザビリティーとアクセシビリティーを高める役割を担っ
ているのが、この OV アンバサダーといえるだろう。

地域社会を守るために
オランダの取り組みをいくつか取り上げたが、自治体

はもちろんのこと、地域の人が積極的に関わり、一緒に
なって地域交通のデザインに取り組んでいる様子が垣間
見える。また、公共交通を考えるうえで環境への配慮も
重要なポイント
となっており、
今回取り上げた
いずれの取り組
みも、すでにあ
る交通網を柔軟
に運用して最大
限に生かすとい
う、持続可能な
社会のために環
境への負荷を考慮したアプローチである。

人と社会の今と未来をみつめながら、オランダの公共
交通に関する取り組みは続く。

（注１）�複数で共有して利用できるシェアリング型移動サー
ビスを集約し、乗り換えや利便性を向上させる都市
の交通拠点。

（注２）�Brabants Dagblad, Buurtbus Loosbroek zoekt 
chauffeurs, ‘zinniger werk kan ik niet bedenken’,
[https://www.ad.nl/bernheze/buurtbus-
loosbroek-zoekt-chauffeurs-zinniger-werk-kan-
ik-niet-bedenken~a0c75588/]（最終検索日：
2025 年 1 月 21 日）（「ブールトバス・ロースブルッ
クが運転手を募集、『これ以上に意義のある仕事は思
いつかない』」）
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環境対策の進むヨーロッパの中でも、
オランダは電動バスの導入率において
上位をはしる

https://www.ad.nl/bernheze/buurtbus-loosbroek-zoekt-chauffeurs-zinniger-werk-kan-ik-niet-bedenken~a0c75588/


―世界における地域公共交通の維持確保

オセアニア地域の主要国であるオーストラリアと
ニュージーランド（NZ）でも、バスドライバー不足は
深刻な問題となっており、バスの運行遅延や運休などが
発生し、住民の交通に大きな影響が出ている。

豪州・ニューサウスウェールズ
（NSW）州の状況

大都市シドニーを擁する NSW 州では、バスは利用
者が最も多い公共交通機関である。

しかし、同州では、州の全域、特に都市部でドライバー
が不足しており、2022 年８月には、シドニー都市圏の
バスの３％が運休となった。

 NSW 州政府の取り組み
2023 年５月、NSW 州政府は、ドライバー不足を含

む州内のバスサービスにおける課題の改善を目指し、バ
ス運行会社（注３）、専門家、労働者、地域住民の代表など
から構成される「バス業界タスクフォース（専門調査 
会）」を設立した。

同年６月、タスクフォースは、「バスドライバー不足
に対処するための６つの緊急対策」として、以下の内容

を発表した。
①�バス業界の関係者を招集し、現在の労働力不足に対す

る実用的な解決策の検討および提案を行う会議を開催。
②�ドライバー資格取得をより迅速に、簡単に、安価に行

えるよう以下のような取り組みを実施。
・許可申請手続きの簡素化
・バス資格に関する通知の電子発行
・70 豪ドル（約 7,000 円）の資格申請料の免除

③�バス運行会社によるドライバー増員の取り組みを支援
するため、６～８週間のメディアキャンペーンを実施

（ラジオ、インターネット、バス車両や駅でのドライ
バー募集広告など）。

④�タスクフォースの議長と州交通局の事務次官代理との
会談を実施し、運輸業界全体への労働者の誘致および
採用に向けた革新的なアプローチを促進。

⑤�バスサービスを維持するために、緊急に時刻表の変更
が必要なバス運行会社との間で、契約および運用に関
する協議を継続して実施。

⑥�地域コミュニティーと直接意見交換を行う「バス乗客
フォーラム」を開き、地域住民の意見を収集。

緊急対策の成果
６つの緊急対策の実施により、ドライバー不足の解消

に向けて、一定の成果が見られている。2024 年２月に
タスクフォースが発表した中間報告書によると、州交通
局は、2023 年７月から３カ月間にわたり、ドライバー
採用キャンペーンを実施し、ドライバーへの応募は９％
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シドニー都市圏のバス運休率（2022 年４月～ 2023 年４月）（注２）

公共交通機関の年間利用者数（バスは推定利用者数を含む）（注１）

6 オセアニアのバスドライバー不足解消の取り組み
（一財）自治体国際化協会シドニー事務所　所長補佐　國﨑　麗子（福岡県派遣）

シドニー市内を走行するバス「WE ARE HIRING」とドラ
イバー募集の掲示が出ている（筆者撮影）



増加した。さらに、2024 年５月の最終報告書によると、
ドライバーの欠員数は、タスクフォース設立時である
2023 年５⽉時点の約 500 人から、2024 年４⽉現在
で約 270 ⼈までに半減した。

NZ の状況と NZ 政府の取り組み
NZ では、新型コロナウイルス感染症の流行以降、全

国的に深刻なドライバー不足の状況が続いていた。
2022 年 10 月、NZ 政府は、公共交通機関の労働力

の安定化に向けた運輸事業者の取り組みを支援すると発
表した。具体的には、全国のバスドライバーの賃金の標
準化を目指し、ドライバーの最低賃金について、都市部
は時給 30 NZ ドル（約 2,700 円）に、地方は時給 28 
NZ ドル（約 2,520 円）にすることを目標とし、賃金
の引き上げに取り組む公共交通の運営機関（自治体の交
通局など）や運行会社（注４）には、その費用の一部を政府
が補助するとした。

さらに、NZ 政府は、2023 年４月に、以下のとおり、
移民制度の緩和を発表している。
①2023 年９月 29 日以降、条件を満たすバスやトラッ

クのドライバーなどが、24 カ月の就労を完了した場
合、永住権を申請できるものとする（注５）。

②�条件を満たした雇用主は、認定雇用者就労ビザ
（AEWW）を使用して、バスドライバーを採用する
ことができ、AEWW の要件である賃金中央値を上回
る賃金での雇用は免除されるものとする。
これらの制度緩和により、バス運行会社はより多くの

移民を受け入れることができるようになった。

オークランド市の取り組み
NZ の人口の約３分の１が暮らすオークランド市も、

ドライバーの賃金引き上げに取り組んできた。
2022 年７月、同市は、交通局に資金を提供し、ドラ

イバーの賃金を引き上げる措置を講じた。これにより、
同交通局は、ドライバーの平均賃金を時給 23.71 NZ ド
ル（約 2,130 円）から 25.62 NZ ドル（約 2,300 円）に、
８％引き上げた。さらに、同年９月には、3.9％の追加
引き上げを行い、平均賃金は 26.62 NZ ドル（約 2,400
円）となった。

2023 年８月、同交通局は「ピーク時には 578 人の
欠員があったが、現在は必要な 2,306 人を満たす人員
が確保できている」として、ドライバー不足の解消を正

式に発表した。併せ
て、運行体制が整い、
人員不足により運休
していたバス路線も
すべて復活している。

同交通局のマネー
ジャーであるハリソ
ン氏は、「バス運行
を本来あるべき状態
に戻すために、我々
が懸命に努力する間、
市民の皆さまに非常
に辛抱していただいたことに感謝している」と市民への
感謝を述べている。

両国の取り組みについて
豪州と NZ では、関係者での協議や広報活動のほか、

規制緩和、賃金の引き上げなど、行政による支援策が実
施され、ドライバー不足の緩和や解消に一定の成果を上
げている。法律や環境が異なるため、日本の自治体がこ
れらの取り組みをそのまま導入できるわけではないが、
両国の柔軟かつ迅速な取り組みは参考にできる点も多い。

今後も、オセアニア地域の公共交通を取り巻く動向と、
日本の自治体の参考になるような関連する政策について
注視したい。

（注１）�NSW 州バス業界タスクフォースの発表資料「The 
Forgotten Mode: a call to action for buses」を
基に筆者作成

（注２）�NSW 州バス業界タスクフォースの発表資料「Six 
immediate actions to address the driver 
shortage」から引用

（注３）�2022 年に、州内のバス事業は民営化され、現在は
複数の民間バス運行会社によって運行されている。
一部地域では、自治体が運営するコミュニティーバ
スが運行されている。

（注４）�NZ では、自治体が交通サービスの計画や管理を担
当し、実際の運行業務は、民間企業に委託している。

（注５）�2024 年４月の制度変更で、同年４月７日以降に
AEWW を申請するドライバーには、永住権申請の
資格がなくなった。

（注６）�Auckland Transport (AT) announced that the bus 
driver shortage is officially over. [https://www.
facebook.com/akltransport/posts/this-morning-
auckland-transport-at-announced-that-the-bus-
driver-shortage-is-off/683760937125744/］（最終
検索日：2025 年２月 13 日）（オークランド交通局、
バスドライバー不足が正式に解消されたと発表）
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ドライバー不足の解消を発表した
オークランド交通局の Facebook
記事（注６）

https://www.facebook.com/akltransport/posts/this-morningauckland-transport-at-announced-that-the-busdriver-shortage-is-off/683760937125744/


―世界における地域公共交通の維持確保

自動運転バス導入のきっかけ
茨城県境町には鉄道の駅が

なく、車が生活の足として必
要不可欠な地域である。その
ため高齢者が免許を返納した
くてもできない、という状況
にあった。

少子高齢化により公共交通
の課題は全国どこの地方も同
じように抱えており、課題を解決するには、乗り合いタ
クシーがいいのか、循環バスがいいのかと多くの自治体
が頭を悩ませているところである。

当町でも公共交通の充実について検討を進めていくな
かで、2019 年 11 月に、橋本正裕町長がネットニュー
スで自動運転バスの記事を目にした。記事を発見した翌
月 12 月、有識者で構成される「境町戦略会議」の委員
の１人にソフトバンク（株）の専務を紹介してもらい、町
長と SB ドライブ（株）（現 BOLDLY（株））の佐治友基社
長との面談が実現した。面談時に、町長から佐治社長に

「本当に自動運転バスの定常運行ができるのか？」と質
問したところ、佐治社長は「３年間で全国 100 カ所以
上の実証実験を重ねており、今すぐにでも定常運行でき
る」と即座に答えた。

地方ではバス運転手のなり手が確保できず、地域交通
の維持が困難になりつつある。この公共交通の問題を
解決するため、町長も即座に自動運転バスの導入を決断
した。

自動運転バス３台を
５年間約５億 2,000 万円で導入

年が明けた翌月１月には、臨時議会にてフランス・ナ
ビヤ社の自動運転バス「アルマ（ARMA）」３台の導入が、
５年間約５億 2,000 万円で予算承認された。このスピー
ド感が当町の特徴でもあり強みでもある。

世界で一番走行実績があり、日本で今すぐ自動運転で

き、当町の狭い道路にも適しているということがアルマ
を選定した理由であり、デザインの良さも大きなポイン
トとなった。

導入に向けては、町民試乗会を開催し、高齢者から子
ども連れまで多くの人に乗車いただいただけでなく、運
行ルート上で自動運転バスのセンサーが感知してしまう
草や枝など障害物の除去、既存バス会社や警察などと
の協議、また、自動運転バスが時速約 20kmと低速で運
行するため、渋滞回避のための「待避所」の設定などを
行った。

2020 年４月に運行開始の
予定だったが、新型コロナウ
イルス感染症拡大の影響によ
り、予定より半年程度遅らせ
た 11 月に出発式を執り行い、
自治体としては全国初の公道
での自動運転バス定常運行を
開始した。

選定ルート
第１期として運行している往復約 5.2kmのルートは、

町の中心部を通り、沿道に銀行や郵便局、病院、スー
パーなど主要な施設が存在すること、また、制限速度時
速 30kmの追い越し禁止道路で、低速車中心であること
を理由に選定した。また、運行開始から約８カ月後には、
第２期となる往復約８kmのルートを敷設した。このルー
トは、「道の駅さかい」や、全国市区町村で最多となる
当町の「隈研吾氏設計施設」だけでなく、境町と東京駅
を結ぶ「境町高速バスターミナル」を通るため、高速バ
スとの接続が可能となったことにより、自動運転バスを
二次交通として利用することが可能となった。さらには、
要望の多かった土日・祝日の運行も開始するなど、利便
性の向上を図っているところである。

安定運行による各種規制緩和の実現
2021 年４月には、安定した運行実績が国からも認め
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7 茨城県境町における
NAVYA ARMA を活用したまちづくり

茨城県境町役場企画部地方創生課　課長　川上　透

江戸時代に水運で栄えた
河岸のまちをテーマに世
界的建築家・隈研吾氏の
設計で整備されたさかい
河岸レストラン「茶蔵」

自治体としては全国初の
公道での定常運行を開始
した茨城県境町の自動運
転バス



られ、オペレーター（運転者）の他に必要であった保安
要員の同乗が不要になるなど、当町から規制緩和が実現
された。実は、全世界で約 200 台のアルマが走行して
いるが、世界で一番走行してデータを送っているのが当
町のアルマとも言われている。

住民の反応
定常運行を開始して、あらためて住民の皆さまにアル

マが受け入れられていると感じたことは、アルマが走行
しやすいよう路上駐車が減ったことである。さらに、運
行ルートが通学路であるため、低速で走るアルマが良い
意味で「ペースメーカー」となり、事故のリスクが下がっ
たという住民の声も多数ある。実は、バス停や待避所の
土地は沿線住民の皆さまから無償で借用している。こう
した地域住民と一体となった自動運転バス事業の取り組
みが評価され、2022 年２月には、（一社）日本自動車会
議所が創設した「第１回クルマ・社会・パートナーシッ
プ大賞」で、当町が大賞を受賞した。

今後は、「他のルートも拡
張して欲しい」「夜の便も運
行して欲しい」などの要望も
あることから、さらなる利便
性の向上を図る予定である。

自動運転バスの効果と全国への
「境町モデル」の横展開

運行以降、テレビ放映や新聞掲載などメディアへの露
出が増えただけでなく、名古屋の会社が本社機能を当町
へ移転するなど、これまで少なくとも約７億円の経済効
果があったと BOLDLY（株）が試算した。また、自動運
転バスに関するものだけでも、国内外から公的機関をは
じめ民間企業や大学研究機関など、これまで 412 団体・
2,833 人（2025 年３月６日運行終了時点）の視察を受
け入れるなど、町の PR や交流人口の拡大にも寄与して
いるところである。

専用レーンもない、路上駐
車や電柱もある、どこにでも
ある普通の田舎の道路で運行
しているため、視察に訪れた
大学の先生などからは「こん
なに厳しい環境で運行してい

るのか」と非常に驚かれることが多い。どこにでもある
道路で自動運転バスが走行できるということは、他の地
域でも走行できるということである。現在、「境町モデ 
ル」の自動運転が全国に横展開され、北海道上士幌町や
愛知県日進市、愛媛県伊予市など、当町のほか全国９カ
所で運行が開始された。

町の未来像
運行開始からこれまでに、アルマには３万人を超える

人々が乗車したが、今後は増車や、日本で初めて導入し
たエストニア・オーブテック社の自動運転レベル４（注１）

対応自動運転車両「ミカ（MiCa）」などの定常運行を実
施し、住民の皆さまから要望があるルートの拡張や夜間
走行など、運行頻度の増加などを図る予定である。

また、自動運転レベル４に向け、国のデジタル田園都
市国家構想交付金を活用し、既に整備を実施した信号協
調システム（注２）とスマートポール（注３）などの「路車協調
システム」（注４）の運用も開始する予定である。

朝のスクールバスも、買い物も、病院も、自分で車を
運転せずに行ける時代が来るために、そして、何よりも
この取り組みは、境町のチャレンジであるとともに、日
本の自動運転のチャレンジでもある。

シンプルに「困っている人がいるから助ける」をモッ
トーに、「誰もが生活の足に困らない町」を目指し、特 
に、高齢の住民や町内のみならず町外から訪れる人々に、
当町の「横に動くエレベーター」として利用いただける
よう、今後も自動運転バスを地域の皆さまとともに育て
ていきたい。

（注１）�自動運転レベル 4 とは、特定の条件下でドライバー
が介入することなく、システムがすべての運転操作
を行うレベルで、2023 年 4 月の道路交通法の改正
により、日本でも特定の地域での公道走行が解禁さ
れた。境町で運行されているアルマは、自動運転レ
ベル２に対応している。

（注２）�信号協調システムとは、信号機のある道路・交差点
で、信号機と車両が通信して信号情報をやり取りし、
自動運転車両が進む・止まるを自動で判断できるよ
うにするシステム。

（注３）�スマートポールとは、信号機がない交差点などで、
自動運転車両のセンサーでは検知が難しい一般車や
歩行者などの情報を車両に通知する、センサーや通
信機能などを備えた設備。

（注４）�路車協調システムとは、信号機やスマートポールな
ど道路に設置された路側デバイスと、自動運転車両
のシステムが連携することで、安全性・円滑性向上
と自動運転車両の手動介入低減を図るシステム。
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公道走行の様子

レベル４対応自動運転車
両「MiCa（ミカ）」


